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Ⅰ 水道事業の沿革 
 

1 創 設 事 業 

米沢市の水道の創設は、大正 14 年に、米沢市が「帝人株式会社」の前身である「帝

国人造絹糸株式会社」米沢工場の進出に伴い、国の認可を得て、付近住民の飲料水と

工業用水を確保するため、舘山町に浄水場を造ったのが始まりである。工事は米沢市で

受け持ち、工期は大正 14年 9月から翌年の 11月までかかり、総工費は 128千円であっ

た。舘山浄水場は昭和 6 年に「帝人」が米沢工場を閉鎖するまで使用されたが、その後

米沢市はこの事業を中断した。 

 

2 拡 張 事 業 

昭和 26 年、国の認可を得てそのままになっていた舘山浄水場を改良と拡張し、自然

沈殿、緩速ろ過、滅菌の設備で浄水し、昭和 29年 7月から西部地区の一部へ給水開始

した。これが現在の水道事業の始まりである。その後、給水人口の増加に伴い数期の拡

張事業を重ねる。昭和32年、小野川簡易水道整備を皮切りに、白布・板谷・南原・綱木・

広幡地区に各簡易水道を整備した。昭和42年からの第5次拡張事業で、舘山浄水場の

施設を高速沈殿・急速ろ過の設備を備えた現在の浄水場に改良した。 

昭和 50 年代に入り、八幡原工業団地への企業誘致や生活水準の向上による水需要

の増加に応えるため、水窪ダムを水源とする県営置賜広域水道供給事業が昭和 53 年

度から着工された。これを受け、米沢市では昭和 56年度から 61年度にかけての第 7次

拡張事業で、計画給水人口の変更、給水区域の拡張、小野川・南原・広幡各簡易水道

の上水道への統合、県営置賜広域水道用水供給事業からの受水体制の整備(昭和 58

年 4月受水開始)、水道施設の近代化を実施した。 

平成 8年度に、計画目標年度平成 17年度、計画給水人口 81,000人、計画一日最大

給水量 38,000㎥として第 8次拡張事業変更の認可を受け、平成 9年に新たな水源開発

(藤泉浄水場 2,000㎥/日の新設)、さらに平成 11年までに万世町梓山・立沢地区及び関

根地区への給水を開始した。 

平成 16年 4月には、これまで特別会計として経営してきた田沢簡易水道事業(田沢営

農飲雑用水施設整備事業にて昭和 62 年 12 月から供用開始)を企業会計に統合し、水

道行政の一元化を図った。一方、綱木簡易水道事業については、水道代替施設(井戸

設備)を整備し、平成 18年度をもって廃止した。 

また、鬼面川流域の抜本的な治水対策と水道用水の安定供給を目的として県が着手

した綱木川ダム建設に伴い、平成 16年度から笹野第 2配水池を築造し、平成 19年 10

月から受水を開始した。これにより、南原、広幡及び藤泉水源を廃止した。（ただし、南原

及び成島水源は非常時に備え保全） 

平成 18 年度には第 8 次拡張事業変更認可の見直しを行い、一部給水区域を拡大し

た。また、田沢簡易水道事業を、経営の安定等を目的に上水道事業に統合したことから、

平成 25 年度に変更認可の見直しを行い、計画目標年度平成 33 年度、計画給水人口

82,000人、計画一日最大給水量 33,600㎥とした。 

平成 28 年には、設備の老朽化が進んだ田沢浄水場を急速ろ過方式から膜ろ過方式

に変更し建替えを行い、10月から供用を開始した。 

さらに、老朽化が進む舘山浄水場を廃止し、山形県企業局笹野浄水場から受水する

施設等の整備事業に着手し、平成 29 年度に舘山配水区受水施設整備事業基本計画
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を策定した。令和 3年度は新配水池の用地取得を行い、実施設計を委託した。 

 

3 業務の効率化及びサービス向上 

昭和62年3月に、市内に散在する水道施設を一元的に管理運用する設備を持つ「集

中管理センター」を水道部庁舎内に新設し、さらに平成 14年度から 17年度には中央監

視システム設備の更新を行った｡ 

事務については、昭和 61年にパソコンによるデータ伝送(検針・入金)を開始、昭和 63

年 10 月に上下水道オンラインシステムを稼動、平成 10 年に財務会計システムの開発、

同年 9 月にハンディーターミナル検針システムを稼動させる等、効率化に努めた。また、

事務事業の見直しを行い、平成 20年度から水道料金収納等業務及び舘山浄水場等運

転管理業務、翌 21 年度から経理事務の一部について民間委託を実施した。令和元年

度からは給（排）水窓口業務についても民間委託を実施し、委託範囲の拡大を図った。 

また、平成 20 年 7 月から料金のコンビニエンスストアでの収納を実施、平成 29 年 12

月から使用者変更・再開栓・中止の届出について電子メールでの受付を開始、令和 3年

4月から料金のスマホ収納を実施する等、利用者の利便性とサービス向上を図った。 

水道事業の広報紙として平成 29年 12月に創刊した「よねざわ水道だより」は、令和元

年度より組織改編に伴い「よねざわ上下水道だより」へ改称し、上下水道事業の普及啓

発のため全戸配布を行っている。 

 

4 令和 3年度事業概況 

令和 3 年度は、重要施設耐震化事業を実施し、配水管の布設替などを行い、耐震化

と漏水の防止を図るとともに、安定供給に努めた。 

また、舘山配水区受水施設整備事業においては、用地を取得し新配水池用地の測

量や地質調査を実施したほか、配水池及び送水施設の実施設計に着手した。 

経営面では、前年度は、新型コロナウイルス感染症に関する経済対策・生活支援とし

て、水道料金の基本料金を５か月間免除したことにより、給水収益が減少したが、令和 3

年度は例年並みの給水収益となった。 

令和 3 年度末現在の給水人口は 77,746 人で前年度より 996 人減少し、給水戸数は

33,153戸で前年度より 292戸増加した。 

年間総配水量は 10,112,892 ㎥、一日平均配水量は 27,707 ㎥であり、前年度に比べ

年間総配水量は 110,730㎥、一日平均配水量は 303㎥減少した。 

また、年間総有収水量は 8,393,900 ㎥で前年度より 67,856 ㎥増加し、漏水量や濁り

解消のための部事業用水量が前年度より減少したため、有収率は 83.00％となり、前年

度より 1.56ポイント改善した。 

建設改良事業のうち、老朽管更新事業を 93,498 千円、重要施設耐震化事業を

283,304千円、配水管の布設替等の水道施設改良事業を 107,076千円、簡易水道施設

改良事業を 6,380千円で実施した。 

収益的収入及び支出では、消費税額抜きで収入総額 1,919,288 千円に対し、支出総

額 1,620,674千円となり、この結果、純利益は 298,614千円となった。 

資本的収入及び支出は、消費税額込みで収入総額 47,883 千円に対し、支出総額が

657,056千円で収支差引に 609,173千円の不足額が生じたが、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額、その他資本的収入、減債積立金、建設改良積立金及び

過年度分損益勘定留保資金で補填した。 










































































